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研究要旨： 

 全国で増加している中核市におけるリスクコミュニケーションの現状と課題を検討する

ために，大規模な結核集団感染と新型コロナ対応のリスクコミニュケーションを経験した

高知市の対応を検証した。結核集団感染でも新型コロナ対応でも中核市としてリスクコミ

ニュケーションの対応が求められた。新型コロナ対応では，事前計画に則った調整はでき

ず，準備不足のまま，最も関心が高まる最初のマスコミ対応に臨まなければならなかっ

た。これを補う人材確保の推進体制と実施訓練，ならびに実践経験豊富な外部の専門家の

支援を受ける体制確保が課題であり，そのあり方について検討が必要である。 

 

Ａ．研究目的 

 健康危機発生時の効果的なリスクコミュ

ニケーションは，自治体の規模にかかわら

ず重要であり，その能力向上が求められて

いる。一方，全国の地方自治体で中核市が

増加しており，2023 年には 62 自治体が中核

市となっている。健康危機発生時には，中

核市にもリスクコミニュケーションが求め

られるが，都道府県に比べ人材確保や対応

能力には課題があると推測される。 

 そこで，中核市発足年度に大規模な結核

集団感染のリスクコミニュケーションを経

験し，また新型コロナウイルス感染症対応

でもリスクコミニュケーションを経験した

高知市の対応を検証し，中核市におけるリ

スクコミニュケーションの現状と課題を検

討した。 

 

Ｂ．研究方法 

 高知市は 1998 年に中核市に移行し，新し

く保健所を開設した。2023 年の高知市の人

口は 32 万人で高知県人口の 48%をしめてい

る。高知市では 1999 年に中学校結核集団感

染が発生した 1）。この結核集団感染でのリ

スクコミニュケーションについて，集団感

染が探知された緊急時とそれ以降の回復期

で担当者に求められた役割や課題について

検討する。2020 年からの新型コロナウイル

ス感染症対応に関連して，高知市でもリス

クコミニュケーションの役割が求められた
２）。2020 年の第 1～3波で担当者に求めら

れた役割や課題について検討する。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は政策研究であり、人を対象とし

た調査等は実施していないため倫理面での

特段の配慮は必要としない。 

 

Ｃ．研究結果 

 1999 年に高知市中学校で発生した結核集

団感染は，発生後 2 年目までの発病者 31

人，潜在性結核感染症者 153 人，接触者健

診対象者 717人にのぼる大規模な集団感染

であった。集団感染が探知された時点のリ

スクコミニュケーションは，本庁に窓口を

一本化して，担当者には医学的判断と行政

的判断の両面の判断ができる課長級の医師

をあてた。マスコミ対応は緊急時の 2週間

に 4 回行ったが，学校名などのプライバシ

ーに関連する部分以外は，十分に説明した

上で公表した。回復期のリスクコミニュケ

ーションは現場担当の課長補佐級の医師が

担当し，関係機関に積極的に講演を行うと

34



 

ともに，「結核緊急事態宣言」が出されて

関心の高まったマスコミの取材に応じた。 

 2020 年の新型コロナ対応で，高知県第 1

例目は高知市で発生した。リスクコミニュ

ケーションは，県市協同して対策に取り組

んでいる姿勢を示すために，県市合同記者

会見方式とし，重要なメッセージは知事，

市長がそれぞれ発信し，細かな情報確認に

ついては，医師である県健康福祉部副部長

と高知市保健所長が担当することが，直前

に決定された。その後もマスコミ対応者を

固定化することで，発信する情報の内容が

ぶれないようにするとともに，感染者等の

プライバシーに配慮しつつ，できる限り丁

寧に対応する姿勢をこころがけた。 

 

Ｄ．考察 

 米国 CDCによるリスクコミニュケーショ

ンの 6 つの原則として，最初である，正し

くある，信用される，共感を示す，行動を

促す，敬意を表すがあげられている。この

ような原則をとることができない諸条件

が，中核市のリスクコミニュケーションの

現状と課題といえる。 

 結核集団感染の緊急時のリスクコミニュ

ケーションでは，事前に経験豊富な県庁の

担当者からアドバイスを受けマスコミ対応

資料を作成し，半年前に大規模な水害でマ

スコミ対応を経験した課長級の医師が，そ

の経験をいかして対応した。これらは偶発

的に得られた要因であり，それがなければ

新設の中核市のリスクコミニュケーション

は困難であった。一方，結核集団感染では

対応当初から結核研究所所長の支援を受け

ていたことが，提供する情報の信用を得る

上で大きかった。リスクコミニュケーショ

ンを実施するにあたって，経験豊富な外部

専門家の支援を受けることは重要だった。 

新型コロナのマスコミ対応は，準備期に

は「新型インフルエンザ等対策行動計画」

を参考に調整していたが，第 1例目が発生

してマスコミ対応が必要になると，直前に

なって県市の役割分担や担当者が決定され

た。この結果，準備不足のまま，最も関心

が高まる最初のマスコミ対応に臨まなけれ

ばならなかった。高知市保健所長は結核集

団感染でのマスコミ対応を経験しており，

それをいかして対応したが，その経験がな

ければ中核市の担当者としての役割を果た

すのは困難であった。中核市でもリスクコ

ミニュケーションの人材確保と能力向上の

推進体制が必要であり，その実施訓練のあ

り方も含めて検討が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 高知市の結核集団感染ならびに新型コロ

ナ対応のリスクコミニュケーションを検証

し，中核市におけるリスクコミニュケーシ

ョンの現状と課題を検討した。 

 中核市ではリスクコミニュケーションの

人材確保，経験，能力向上が困難であり，

これを補う推進体制と実施訓練のあり方の

検討が必要である。また，中核市のリスク

コミニュケーションの実施においても，実

践経験豊富な外部の専門家の支援を受ける

ことは重要である。 
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